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250,00050,00050,00050,00050,00050,000
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

1259
12048
1360千円

千円
千円 1702

15850
3101

343
10120
8832100

16191
1794

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
燃料費
光熱水費
修繕料・工事費

評価対象外事業
伊予地域事務所管理事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

財務課

庁舎管理規則
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

宮岡 崇
所管課情報 担当課： 506

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 利用者

神東 利明

　庁舎の改築計画が具体的に実施されていく中で、緊急を要する修繕等を優先的に行い、費用対効果を考慮
して適切に庁舎管理を行っていく必要がある。そのためには、施設の点検を頻繁に行うなど細やかな配慮が
必要である。

市庁舎における秩序の維持を図るため、庁舎の保全と公務の正常かつ円滑な執行を確保することを目的とす
る。

事業の目的

本庁舎、第1・2・3別館、駐車場の維持、修繕等

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
38,719
799
0

47,624
1,627
49,251 24,648

813
23,835 45,947

1,627
47,574

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0

120
49,131

0.10
7,999
0
799
0
0
0
120

39,398 47,574

0.20
8,135
0

1,627
0

0
0

0
24,648

0
0
0
0

813
0

8,135
0.100.20

8,135
0

1,627
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

　新庁舎の建設に着手する時期を迎えていることから、修繕費については、やむを得ないものを除き必要
最小限に止めるとともに、光熱水費については、休憩時間帯の消灯やコピー機の電源オフまた、冷暖房
の温度設定見直しや運転時間の短縮、離席時のパソコンの電源オフ等の徹底により、経費削減に努める
必要がある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 行政評価委員会の外部評価抽出事業につき、評価委員会に諮る。

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

C

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

　今年度は電力需給対策として冷房運転時間の短縮等の節電対策を実施したが、今年度はあまり成果
が出なかった。施設が古いために、抜本的な省エネ対策ができない状態であるので、今後もできる範囲の
小さな節電から努めていきたい。　修繕費等に関しては、改築計画が本格的に開始される時期を迎えてい
るため、必要最小限の修繕に留め、計画との整合性を常に意識して対応していく必要がある。　２５年度
末に機構改革や改築に伴う部署の移動があったが、各部署の意志疎通がとれなかったこと、移動に伴う
工事費については今後のためにも検討が必要である。

自己評価
3目的の妥当性

市民ニーズへの対応 3

成果指標

指標設定の
考え方

施設が老朽化しており、併せて建替え計画があるため、必要最小限度の修繕に止めるのが最善であり、成果
の伴う事業活動を要しない。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
0000

受益者負担の適正 3

0000

成果指標
成果指標を設定しない。



1

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・新しい庁舎改築はローリング方式のため、思わぬ費用が発生する恐れもある。最小限の費用で移行で
きるよう、しっかり管理していただきたい。・残業が増えると光熱水費も発生する。ノー残業デーなど、仕事
の効率を上げることが経費削減につながるという意識改革が必要である。・経費を削減するためには、光
熱水費の管理は絶対である。光熱水費の削減に関する成果指標を設定して取組む意気込みをきちんと
示してほしい。・成果指標を設定しないと書いてあるが、光熱水費の削減などを設定してはどうか。・第３
別館の活用方法としては、中心市街地の活性化につながる新機能として、既にある構想を十分詰めてい
くべきである。・図書館に併設している歴史資料室のあり方も宙に浮いている。どう収蔵し展示するか、十
分考えていかないといけない。・全般的にこのシートは具体性に欠けている。大きな目標は行財政改革で
あるから、入るを量りて出るを制すという観点から、具体的に説得力のある指標、数値を示した上で、経費
の削減自体を事業費全体の数字として反映すべきである。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

新庁舎移転に向けて、既存施設の維持管理費や経費を最小限に抑えることを検討すること。

さらに重点化する。


